
 

 

 

 
 

Tax Analysis 

 

                                                
1 クロスボーダーの再編取引に特殊税務処理を適用するためには、いくつかの追加的な要件も満たす必要がある。 

 

 

Authors:  

 
Shanghai 

Hong Ye 

Partner 

Tel: +86 21 6141 1171 

Email: hoye@deloitte.com.cn 

 

Beijing 

Ryan Wan 

Manager 

Tel: +86 10 8512 5541 

Email: guwan@deloitte.com.cn 

 

 

For more information, please contact: 

 

Mergers & Acquisitions Services 

National Leader/Southern China 

Hong Kong 

Danny Po 

Partner 

Tel: +852 2238 7333 

Email: dannpo@deloitte.com.hk 

 

Northern China 

Beijing 

Andrew Zhu 

Partner 

Tel: +86 10 8520 7508 

Email: andzhu@deloitte.com.cn 

 

Jennifer Zhang 

Partner 

Tel: +86 10 8520 7638 

Email: jenzhang@deloitte.com.cn 

 

Eastern China 

Shanghai 

Hong Ye 

Partner 

Tel: +86 21 6141 1171 

Email: hoye@deloitte.com.cn 

  
 

中国税務 

国家税務総局が企業再編に係る

企業所得税の管理に関する指針

を公布  
企業の合併再編を促進し、税務行政における審査認可制度の改革を進め、実務

において生じた問題について明確化するため、中国の国家税務総局は 2015年 6

月 24日に「企業の再編業務に係る企業所得税の徴収管理に関する若干の問題に

ついての公告」（国家税務総局公告 2015年第 48号、以下「48号公告」）を公

布した。48号公告は、「企業の再編業務に係る企業所得税管理弁法」（国家税

務総局公告 2010年第 4号、以下「4号公告」）に基づく徴税管理の方法に大き

な変更を加えるものである。4号公告はなお有効ではあるが、当該公告における

多くの条項が 48号公告によって廃止され、または修正された。48号公告は

2015年以降に完了した企業の再編業務に適用される。また、それより前に契約

を締結し、まだ完了していない再編業務にも適用される。  

 

背景 

 

財政部および国家税務総局は 2009年と 2010年に「企業の再編業務に係る企業

所得税の処理に関する若干の問題についての通知」（財税[2009]59号、以下

「59号通達」）および 4号公告を公布し、企業の再編業務に係る特殊税務処理

の概念を導入した。特殊税務処理を適用する場合、 (1) 関連の資産または持分の

課税基礎（税務上の簿価）を引継ぐことにより、譲渡企業における課税を繰り

延べること、あるいは、(2) 関連の所得を複数年度の課税所得に分割計上するこ

と、が認められる。特殊税務処理を適用するためには、再編業務が次の要件1を

すべて満たさなければならない。 

 

 合理的な事業目的があり、税額の減少、免除または納付延期を主たる

目的としていないこと 

 持分または資産の買収については、買収される持分または資産が被買

収企業の全持分または譲渡企業の全資産の 50%以上を占めること 

 企業再編後の連続 12ヶ月間において、再編資産にかかわる従来の実質

的経営活動が変更されないこと 

 再編取引対価の持分による支払金額が取引の支払総額の 85%以上を占

めること 

 企業再編において持分による支払を受けた元の主要出資者が、再編後

の連続 12ヶ月間において、取得した持分を譲渡しないこと 

 

納税者が特殊税務処理を選択適用しようとする場合、事前に税務機関の承認

（届出（注：中国語では“备案”）または確認を含む、以下同様）を得なけれ

ばならなかったため、納税者は再編取引が特殊税務処理の適用要件を満たすこ

とを証明するために、関連の資料を税務機関に提出する必要があった。 
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48号公告の主な内容 

 

48号公告により、4号公告に基づく事前承認を特徴とする特殊税務処理の管理方式は、年度申告時の申告と事後管理の

強化という形に改められた。合理的な事業目的に関する説明等の提出はなお必要とされているが、48号公告では、資

料の提出に関する要求も整備された。 

 

1. 事前承認の要求の取消しと新しい管理措置の導入 

  

2015年 5月に、国務院は特殊税務処理の適用に係る“承認”を取り消すことを公表した。よって、48号公告を公布し

た目的の一つは、国務院の決定を実行し、企業の再編業務に係る企業所得税の管理方式を変えることにある。48号公

告の規定によれば、企業が特殊税務処理を適用するために、届出または確認という手続によって税務機関の事前承認

を得る必要はなくなった。ただし、再編の各当事者は企業所得税の年度申告を行う際に、税務機関に「企業再編の所

得税に係る特殊税務処理の報告表および附表」および関連の申告資料を提出しなければならない。 

 

一方で、48号公告では所轄税務機関に対して、特殊税務処理に対する事後管理を強化することを要求している。その

主な措置は次のとおりである。 

 

1) 特殊税務処理を適用し、関連の所得を複数年度に分割計上する場合（例えば、要件を満たす債務再編業務、あ

るいは資産等をもって行う非居住者企業への投資）、所轄税務機関は台帳を設置し、企業が毎年申告する所得

または収益、取得する持分の課税基礎等の比較分析を行わなければならない。 

 

2) 特殊税務処理を適用する企業が以後の年度において再編資産または持分を譲渡もしくは処分する際、所轄税務

機関は評価と検査を強化しなければならず、企業が特殊税務処理を行うときに確定した再編資産または持分の

課税基礎と譲渡もしくは処分するときの課税基礎、および関連年度の納税申告表の情報との比較分析を行う。  

 

一部の地方の税務機関は、特殊税務処理を適用する場合、再編資産または持分を原価で譲渡しなければならないと考

えていた。しかし、48号公告における申告時の資料提出要求および課税基礎の記録に関する説明等から見れば、国家

税務総局はそのような見解はとっていないようである。  

 

2. 一部の重要な概念の解釈および変更 

 

48号公告では、一部の重要な概念について解釈を与え、あるいは変更を加えている。 

 

 当事者：4号公告では、“企業で発生する各種の再編業務について、その当事者とは、再編の類型に基づき、

それぞれ以下の企業を指す”と規定していた。しかし、48号公告では、自然人である出資者がかかわる持分買

収、合併あるいは分割の再編取引について、“当事者”には自然人である出資者も含まれることを明確に規定

している。この変更により、例えば、持分買収において、買収される持分の割合が 50%以上でなければならな

いという特殊税務処理の適用要件を満たすか否かを判断する際には、自然人である出資者が売却する持分もそ

の割合の計算に含まれると考えられる。ただし、たとえその再編取引が特殊税務処理の適用要件を満たしたと

しても、特殊税務処理を適用できるのは企業である出資者のみである。個人所得税法には、企業所得税法にお

ける特殊税務処理と同様の政策は規定されていないため、自然人である出資者は持分譲渡所得に係る個人所得

税を計算し、納付しなければならない。 

 

 合理的な事業目的：48号公告では、企業の再編業務に特殊税務処理を適用する場合、 (1) 再編取引の方式、 

(2)再編取引の実質的な結果、 (3) 再編の各当事者にかかわる税務状況の変化、 (4) 再編の各当事者にかかわる

財務状況の変化、(5) 非居住者企業の再編活動への関与の状況、という 5つの面から逐一、企業再編に合理的

な事業目的があることを説明しなければならないとしている。  

 

 再編日：企業の再編業務に係る企業所得税の処理において、再編日は重要な概念である。これは、再編業務に

係る納税義務の発生時期、および再編業務に係る企業所得税の申告年度の確定に影響を与えるからである。48

号公告では、各類型の再編業務の再編日の確定に係るルールが若干変更された。新しいルールでは、再編契約

の発効日および当事者が会計処理を行った日をより重視している。また、“再編業務の完了した当年度”と

は、再編日の属する企業所得税の納税年度を指すことを明らかにしている。  

 

 段階的取引：48号公告では、企業の再編業務に特殊税務処理を適用する場合、当事者は申告時に、再編前の

連続 12ヵ月以内に当該再編に関連するその他の持分、資産の取引があったか否かの状況に関する説明も提出

し、かつこれらの取引と当該再編が段階的取引を構成するか否か、一つの企業再編業務として処理するか否か

についても説明しなければならないとしている。48号公告によれば、企業は連続 12ヵ月以内に発生した一連

の取引を一つの企業再編業務として、税務処理を行うことができる。例えば、居住者企業である A社が 2015

年 12月に株式を発行し、同じく居住者企業である B社の 40%の持分を買収するとともに、2016年 6月にも株

式を再度発行し、B社の 15%の持分を追加して買収するとする。この買収計画に基づき、2015年に行われる最

初の取引においては、買収される持分の割合は特殊税務処理を適用するための最低割合である 50%に満たない

が、予定される最終的な割合（すなわち、40%＋15%）は最低割合を超える。よって、その他の要件も満たす



場合には、48号公告の規定に基づき、再編の各当事者は、2015年度の企業所得税の年度申告を行う際、最初

の取引に対して特殊税務処理を適用することができる。  

 

 

3. 申告資料の増加 

 

48号公告には、各類型の再編取引について、納税者が特殊税務処理を選択適用する場合に税務機関に提出すべき資料

の一覧表と、関連の申告表および附表のフォームが添付されている。4号公告における特殊税務処理の申告資料に関す

る要求（48号公告により廃止された）と比べて、48号公告で要求される申告資料は増加し、開示すべき内容もより全

面的かつ詳細なものになった。各類型の再編取引に関して提出を要求される資料の内容は類似しているため、ここで

は持分買収を例にとり、48号公告における要求について説明する。  

 

1) 48号公告の申告資料のリストには、“税務機関の要求するその他の資料”という項目がない。このことは、各

地の税務機関が要求する資料に関して、より透明性と一貫性を高めることになるになるだろう。  

 

2) 持分買収業務の全体状況の説明に関しては、持分買収の事業目的について説明するだけでなく、持分買収案お

よび基本状況についても説明することが求められている。 

 

3) 譲渡する、または支払う持分（もしくはその他の非貨幣性資産）の公正価値の証明資料は、評価機関の発行し

た評価報告書に限定されていない。このことは、48号公告の下で、納税者は関連資産の公正価値の裏付けとし

て、その他の資料を提出することもできることを意味する。  

 

4) 48号公告では新たに、当事者が一致して特殊税務処理を選択したことの証明資料を要求している。それには、

当事者の公印も押印する必要がある。  

 

5) 48号公告では、当事者に対して、再編前の連続 12ヵ月以内に当該再編と関連するその他の持分、資産の取引

があったか否か、当該再編と段階的取引を構成するか否か、一つの企業再編業務として処理を行うか否かにつ

いて説明することを求めている。  

 

6) 48号公告は、関連の資産（持分）の課税基礎と会計上の帳簿価額の一時差異に関する説明も提出することを求

めている。税務機関は会計記録と税務データの間の関連性に着目している。新しい公告が出される以前におい

ても、実務においては、税務機関が納税者に対して類似の資料を提出するよう求めることがあった。 

 

 

コメント 

 

48号公告の主なポイントは、従来のように税務機関の事前承認を得ることなく、企業が自らの判断によって再編業務

に特殊税務処理を適用できるようになった点である。しかしながら、税務機関の事前承認がないことにより、企業に

よる特殊税務処理の選択適用が税務機関に受け入れられるか否かに関して、不確定性が生じることにもなる。 

 

48号公告は税務機関に対して、特殊税務処理を適用した再編業務について台帳を設置し、かつ事後管理を強化するこ

とを要求している。特殊税務処理を適用した企業再編業務は、将来において税務調査の重点項目となる可能性があ

る。このような政策の変化を考慮し、再編業務を実施する当事者は潜在的な税務リスクに特に留意するとともに、事

前に必要な措置を講じなければならない。例えば、次のようなことがある。  

 

 再編業務が特殊税務処理の適用要件を満たしているか否かを慎重に評価する。もし何らかの曖昧な点があれ

ば、事前に所轄税務機関の指導を求め、あるいは話合いをすることも考えられる。 

 

 申告と将来の調査に備えて、関連の資料（再編業務にかかわる各種の法律文書、財務データ、税務データ等）

を整備する。もし可能であれば、特殊税務処理の適用にかかわる個別の台帳を設けることも検討する。可能な

範囲で、その台帳のデータと税務機関のデータを比較し、適時に差異を把握する。そのような準備をしておく

ことにより、税務調査の際により適切に対応することができる。 

 

 再編の各当事者が協力し、理解と行動の一貫性が保たれるようにする。 

 

管理手続の面から見れば、48号公告は納税者にとり、有益なものである。しかしながら、特殊税務処理に関するルー

ル（例えば、合理的な事業目的の判断等）の適用に関しては、実務上、異なる解釈が存在し、あるいは異なる運用が

なされる可能性がある。税法適用上の不確定性を減じるため、特殊税務処理に関するルールの適用についてより明確

にするための追加的な指針が出されることが予想される。 

 

 

 

Note: この Tax Analysisの内容は、デロイトの M&Aサービスにかかわるものです。 
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